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協定-45(2) 災害時における協定書 

鳥羽磯部漁業協同組合桃取町支所（以下｢甲｣という。）と鳥羽市(以下｢乙｣という。)

とは、災害発生時等に、乙が風水害等避難所【土砂災害】（以下｢避難所等｣という。）と

して甲の施設を使用することについて、必要な事項を定めるため、次のとおり協定書

を締結する。 

 

(避難所等) 

第１条  乙は、鳥羽市内に台風や集中豪雨等による土砂災害が発生及び発生する恐れ

があり、住民や帰宅困難者（以下｢住民等｣という。）の避難所が必要と判断され

る場合には、甲が管理する下記の施設を避難所等として使用することができる

ものとする。                              

○所在地：鳥羽市桃取町９３－４                        

○施設名：桃取健康管理センター  

(避難所等の開設) 

第２条  乙は、第１条の定める施設を避難所等として使用するときは、事前に甲に報

告しなければならない。ただし、緊急を要する場合は開設後に報告するものと

する。 

(避難所等の管理) 

第３条  避難所等の管理運営は乙の責任において行うものとする。  

(施設の使用料) 

第４条  施設の使用料は無料とする。ただし、避難所として長期使用する場合におい

ては、甲・乙別途協議することとする。  

(避難所等としての使用の終了) 

第５条  乙は、第１条に定めた施設について避難所等としての使用を終了する際には、

甲に報告するとともに、その施設を原状回復し、甲の確認を受けなければなら

ない。 

(利用者責任) 

第６条  甲は、住民等が施設に避難した際に発生した事故等に対する責任を一切負わ

ないものとする。  

(有効期間) 

第７条  この協定の期間は平成２８年 ７月 １日から１年間とする。  

ただし、期間満了の１ヶ月前までに甲、乙いずれからも申出がない場合はさ

らに１年間延長するものとし、以後これに準じて延長するものとする  

(協議) 

第８条  協定書に定めのない事項及び協定書に疑義が生じた場合は、甲、乙協議の上、

決定・解決を図るものとする。  

 

平成２８年 ７月 １日 

甲 鳥羽市桃取町２６３  

                                            鳥羽磯部漁業協同組合  

                      桃取町支所長  山下 幸弘 

 

乙 鳥羽市鳥羽三丁目１－１  

                                          鳥羽市長 木 田 久 主 一 
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協定-46 災害時の施設使用に関する覚書 
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協定-47 災害時等におけるヘリコプター離発着場の使用に関する協定書  

  災害時等におけるヘリコプター離発着場の使用に関して、株式会社ホーペック（以下

「甲」という。）と鳥羽市（以下「乙」という。）との間において、次のとおり協定を締結

する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、鳥羽市内に災害等が発生した場合において、乙が、救助・捜索等の

救助活動を円滑に行うため、甲の所有する敷地の一部を防災ヘリコプター等の離発着場と

して使用することについて、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（離発着場） 

第２条 離発着場は、甲が所有する鳥羽市松尾町 1002-1 の一部とする。 

  ２ 乙に提供可能な離発着場は、甲が作成する図面により特定する。 

  ３ 乙が救助活動等において、甲の離発着場の使用するときは、電話等で通知し、甲

の許可を得るものとする。 

 

（離発着場の変更又は取消し） 

第３条 甲は、敷地内の施設の増改築等により、離発着場の面積等に変更が生じる場合、

または何らかの事情により離発着場としての使用が不可能となるときには、書面等

にて乙に連絡するものとする。 

 

（使用期間) 

第４条 離発着場の使用期間は、災害発生時等から乙の初動対応が収束する期間までとす

る。 

２ 乙は、その使用期間の延長を希望するときは、その延長期間について甲の許可を

得るものとする。 

 

（離発着場への立ち入るための解錠） 

第５条 離発着場への立ち入るための解錠は、甲の職員又は甲の指定する者（乙の関係者

を含む）が行うものとする。 
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（費用負担） 

第６条 離発着場の使用料は無償とする。 

 

（原状回復） 

第７条 乙が救助活動等のために離発着場を使用した際、乙の故意又は過失により施設・

備品等を破損した場合は、乙が原状に復する責を負うものとする。 

但し、地震等の災害により損傷した箇所については、この限りではない。 

 

（事故等に係る責任） 

第８条 甲は、甲の故意又は過失により甲が責任を負うべきことが明らかな場合を除き、

乙が救助活動等により離発着場を使用した際に発生した乙の事故等に対する責任を

一切負わないものとする。 

 

（有効期限） 

第９条 この協定書の締結期間は、合意の日から平成 30 年 3 月 31 日までとする。 

  ２ 前項の期間満了の日の１ヶ月前までに、甲、乙いずれかから申し出がない場合は、

この協定書は期間満了の日の翌日から更に１年間更新されるものとし、以降も同様

とする。 

 

（協議事項） 

第１０条 この協定書に定めのない事項及びこの協定書に関し疑義の生じた事項について

は、必要に応じて甲・乙が協議のうえ定めることとする。 

 

この協定書の交換を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の 

    うえ各自その１通を保有するものとする。 

 

 

平成 29 年 3 月 21 日 

甲  鳥羽市松尾町１００２－１ 

   株式会社ホーペック 

                   代表取締役社長  濱 口  隼 人 

 

乙  鳥羽市鳥羽三丁目１番１号 

鳥羽市長   木 田 久 主 一 

 

 



 

- 160 - 

 

協定-48 災害時における活動拠点及び避難場所の提供の協力に関する協定書  
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協定-49 災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定  
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※ 同内容で協定締結している施設 ： 恒心福祉会 あらしま苑 
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協定-50 災害発生時における福祉避難所への介護用品等の確保に関する協定  
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協定-51 災害時における緊急物資輸送等に関する協定  
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協定-52 地域における協力に関する協定  
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協定-53 太陽光発電蓄電池式 LED灯の設置に関する協定 
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協定-54 災害時における地図製品等の供給等に関する協定 
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協定-55 火災時における消防用水の確保に関する協定 
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協定-56 災害時における救援物資等拠点の運営に関する協定 

 

スギハラプロテック株式会社（以下「甲」という。）と鳥羽市（以下「乙」という。）は、

乙の区域内において災害対策法（昭和 36年法律第 223号）第２条第１号に定める災害が発

生し、又はそのおそれがある場合（以下「災害時」という。）における救援物資集積場所の

提供及び運営協力に関し、次のとおり協定を締結する。 
 

（目 的） 

第１条 この協定は、災害時において、乙が甲に対して行う救援物資集積場所の提供及び運

営協力要請に関し、その手続き等について定め、被災者に対して食料及び生活必需品等の

物資の安定供給を行うことにより、生活の安定を図ることを目的とする。 
 

（協力の内容） 

第２条 乙は甲に対し、次の各号に掲げる事項について協力を要請することができる。 

(1) 甲の所有又は管理する施設の使用 

(2) 救援物資運営に必要な資機材の提供及び協力 

(3) その他乙の要請により甲が応じられる事項 
 

（協力の要請） 

第３条 前条各号に掲げる事項（以下「協力業務」という。）の要請は、要請書（第 1号様

式）の提出をもって行うものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭で支援協力を要

請し、後日、要請書を提出できるものとする。 
 

（協力業務の方法） 

第４条 甲は前条の規定により要請を受けたときは、乙の指示に従い、可能な範囲で協力業

務を行うよう努めるものとする。 
 

（費用の負担）  

第５条 施設及び資機材の使用料は無償とする。 
 

（施設・資機材の破損時の対応） 

第６条 使用された施設・資機材が破損した場合については、乙が復旧に係る費用を負担す

るものとする。ただし、地震等の災害により損傷した箇所についてはこの限りではない。 
 

（損害補償） 

第７条 乙は、協力業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかかり、又は

障害の状態となったときは、鳥羽市消防団員等公務災害補償条例（昭和 41 年条例第 16

号）の例により、これを補償するものとする。 
 

（連絡調整等） 

第８条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者及び連絡先を

別途定めるとともに、平時より連絡調整を行うよう努めるものとする。 

２ 甲は、乙から要請があったときは、可能な範囲内で乙が実施する訓練に参加するものと

する。 
 

（災害時の情報提供） 

第９条 甲及び乙は、協力業務の実施にあたり、相互に災害情報の積極的な提供を行うもの

とする。 
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第１号様式（第３条関連） 

第     号   

年  月  日   

 

  

スギハラプロテック株式会社  様 

 

鳥羽市長         印 

        

 

 

要 請 書 

 

 災害時における救援物資集積場所の提供等協力業務について、次のとおり要請しま

す。 

 

(1) 期  間 
    年  月  日（  ）～    年  月  日

（  ） 

(2) 場  所 

 

(3) 協力業務 

の 内 容 

 

(4) そ の 他 

   必要事項 
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協定-57 災害発生時における段ボール製品の調達に関する協定 
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協定-58 災害時における応援業務に関する協定 

 



- 192 - 

 

 



- 193 - 

 

 



- 194 - 

 

 
 



- 195 - 
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協定-59 災害時に係る情報発信等に関する協定 
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協定-60 災害時における資器材のレンタルに関する協定 
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200 

 

協定-61 地域ＢＷＡを利用した避難所Ｗｉ－Ｆｉに関する提供機器と回線提供 

について 
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協定-62 「鳥羽市ハザードマップ」協働発行に関する協定 
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協定-63 各種災害時におけるマルチコプターを用いた情報収集および情報連携に 

   関する協定 
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協定-64 特設公衆電話の設置及び利用・管理に関する協定 
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別紙２  

3 
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協定-65 災害時における災害ボランティアセンター設置に関する協定 
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協定-66(1) 水道施設の災害に伴う応援協定書 
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協定-66(2) 「水道施設の災害に伴う応援協定書」覚書 
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協定-67(1) 災害等における水道施設等の緊急対応業務に関する協定書 
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協定-67(2) 災害等における下水道施設等の緊急対応業務に関する協定書 
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協定-67(3) 「災害等における水道施設等の緊急対応業務に関する協定」覚書 
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協定-67(4) 「災害等における下水道施設等の緊急対応業務に関する協定」覚書 
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協定-68 災害時等における物資輸送及び輸送拠点の運営等に関する協定書 
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様式１（第３条関係） 

                            年  月  日 

 

佐川急便株式会社中京支店 

支店長        様 

                      

                          鳥羽市長                                    

 

 

 要 請 書 

 

「災害時等における物資輸送及び輸送拠点の運営等に関する協定書」 

第３条により、下記のとおり協力を要請します。 

 

記 

 

１ 支援内容 

□ 市が管理する物資等の避難所等への輸送 

□ 市の管理する輸送拠点の運営管理 

□ 佐川急便株式会社中京支店の管理する物資拠点の輸送拠点としての提供 

□ 佐川急便株式会社中京支店の管理する輸送拠点の運営管理 

□ その他 

 

２ 要請内容 

・  必要とする車両数  台、人員  人、資機材（           ） 

・ 輸送拠点 

・ 輸送品目 

品    名 数 量 品    名 数 量 

    

    

    

    

    

 

３ その他参考となる事項 
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様式２（第３条関係） 

                            年  月  日 

 

 鳥羽市長 様 

                      

                  佐川急便株式会社中京支店 

 支店長        ㊞ 

 

 

実績報告書 

 

    年  月  日付で要請のあった業務が終了しましたので、次のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 支援内容 

□ 市が管理する物資等の避難所等への輸送 

□ 市の管理する輸送拠点の運営管理 

□ 佐川急便株式会社中京支店の管理する物資拠点等の輸送拠点としての提供 

□ 佐川急便株式会社中京支店の管理する輸送拠点の運営管理 

□ その他 

 

２ 実施内容 

・  使用した車両数  台、人員  人、資機材（             ） 

・ 輸送拠点 

・ 輸送品目 

品    名 数 量 品    名 数 量 

    

    

    

    

    

 

３ その他参考となる事項 


